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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第51期
第３四半期
連結累計期間

第52期
第３四半期
連結累計期間

第51期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (千円) 9,798,864 11,124,069 13,843,315

経常利益 (千円) 167,109 187,838 389,399

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 85,059 143,250 205,755

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 58,912 253,473 28,267

純資産額 (千円) 2,545,382 2,386,897 2,514,738

総資産額 (千円) 9,848,209 10,421,028 10,232,070

１株当たり四半期(当期)純
利益金額

(円) 9.75 16.98 23.59

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 25.8 22.9 24.6
 

 

回次
第51期
第３四半期
連結会計期間

第52期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 7.42 6.32
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用、所得環境の改善が続き、緩やかな回復基調で推移し

ました。しかしながら、新興国経済の減速や米国新政権の政策の不確実性などの影響が懸念され、依然として先

行き不透明な状況が続いております。

当情報サービス業界におきましては、クラウドコンピューティングやビッグデータ、ＩoＴなどの技術活用によ

るビジネス分野の拡大が期待されるとともに、ＡＩ（人工知能）を始めとする新たな技術分野にも注目が集まる

など、業界を取り巻く環境はめまぐるしく変化してきております。　

このような環境のもと当社は、スローガン「Change ＆ Challenge」を更に加速させるべく以下の基本方針を掲

げ、平成29年３月の当社創立50周年に向け、年度目標の達成に邁進しております。

① 時代の変化、顧客のニーズを正確に捉え、優れたＱＣＤにより最適なＩＴサービスを提供　

② 駐輪場ビジネス業界での絶対的優位の確立と、自転車関連ビジネス（ＢtoＣ）の推進　

③ 地域特性を活かした営業所への変革と自立したビジネス拠点の確立　

④ 課金型ビジネスモデルの推進とＩＲＴ（※１）を活用した新サービスの構築　

当第３四半期連結累計期間におきましては、当社グループ連結で増収増益とすることができました。当社単独

では、退職給付会計における数理計算上の差異の償却や、自己株式公開買付けに伴う営業外費用の増加等の影響

を受け減益となりましたが、売上については、順調に受注獲得が進み、大幅な増収となりました。一方、子会社

の株式会社ゼクシスでは、順調に業績を伸ばし、前年同期比増収増益となりました。また、ＮＣＤテクノロジー

株式会社では、ＩＴ基盤事業拡大への継続投資の回収が進み、安定的に黒字化できる体質となり、大幅な増収増

益となりました。

以上により、当第３四半期連結累計期間の売上高は、11,124百万円（前年同期比13.5％増）、営業利益199百万

円（前年同期比33.7％増）、経常利益187百万円（前年同期比12.4％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益

143百万円（前年同期比68.4％増）となりました。　

（※１）ＩＲＴ（Information Recognition Technology）

コンピュータによる情報の検索・照合・認識処理における、処理装置を含んだ利用技術の総称です。　
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セグメントの業績は次のとおりであります。

 

①　システム開発事業

営業体制強化による効果が現われ順調に案件獲得が進んだこと、さらに、プロジェクト進捗管理、品質管理強

化策が軌道に乗り、不採算プロジェクト解消が進んだことにより、増収増益となりました。この結果、売上高

4,150百万円（前年同期比6.2％増）、営業利益260百万円（前年同期比2.8％増）となりました。　

 

②　サポート＆サービス事業

順調な増員要請に基づく事業拡大が続いたこと、さらに、ＩＴ基盤事業拡大や新規領域獲得のための投資に対

する回収が進み、大幅な増収増益となりました。この結果、売上高3,235百万円（前年同期比29.5％増）、営業利

益95百万円（前年同期比37.6％増）となりました。　

 

③　パーキングシステム事業

自治体の指定管理案件や月極め駐輪場のＥＣＯＰＯＯＬの受注が順調に伸びたこと、さらに駐輪場利用料収入も増

加し、増収増益となりました。この結果、売上高3,722百万円（前年同期比10.5％増）、営業利益502百万円（前

年同期比18.8％増）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の資産は、前連結会計年度末に比べ188百万円増加し、10,421百万円となりまし

た。増加した主なものは、現金及び預金の647百万円であります。一方、減少した主なものは、受取手形及び売掛

金の219百万円、リース債権及びリース投資資産の125百万円及び流動資産その他の104百円であります。負債は、

前連結会計年度末に比べ316百万円増加し、8,034百万円となりました。増加した主なものは、短期借入金の240百

万円及び長期借入金の237百万円であります。一方、減少した主なものは、賞与引当金の217百万円であります。

また、純資産は、前連結会計年度末に比べ127百万円減少し、2,386百万円となり、自己資本比率は、前連結会計

年度末の24.6％から22.9％となっております。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は44百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 14,000,000

計 14,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年２月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,800,000 8,800,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は100株
であります。

計 8,800,000 8,800,000 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

      該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

      該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

      該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年10月１日～
平成28年12月31日

─ 8,800,000 ─ 438,750 ─ 903,593
 

 

(6) 【大株主の状況】

      当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成28年９月30日の株主名簿により記載しております。

 
① 【発行済株式】

平成28年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式    858,500
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  7,939,600 79,396 ―

単元未満株式 普通株式      1,900 ― ―

発行済株式総数 8,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 79,396 ―
 

 

② 【自己株式等】

平成28年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
 自己名義 
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
 の合計
  (株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本コンピュータ・ダイ
ナミクス株式会社

東京都品川区西五反田
四丁目32－１

858,500 ─ 858,500 9.76

計 ― 858,500 ─ 858,500 9.76
 

 

２ 【役員の状況】

    該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,440,318 3,087,846

  受取手形及び売掛金 2,023,444 1,804,321

  商品及び製品 26,327 50,731

  仕掛品 180,756 166,129

  その他 1,224,389 1,119,714

  貸倒引当金 △11,440 ―

  流動資産合計 5,883,796 6,228,742

 固定資産   

  有形固定資産 927,470 919,481

  無形固定資産 114,780 105,538

  投資その他の資産   

   リース債権及びリース投資資産 1,845,593 1,719,792

   その他 1,460,430 1,447,472

   投資その他の資産合計 3,306,023 3,167,265

  固定資産合計 4,348,274 4,192,285

 資産合計 10,232,070 10,421,028

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 609,249 519,533

  短期借入金 907,301 1,147,500

  1年内返済予定の長期借入金 75,000 147,500

  賞与引当金 424,741 206,918

  その他 1,645,591 1,698,712

  流動負債合計 3,661,884 3,720,165

 固定負債   

  長期借入金 25,000 262,500

  リース債務 1,979,354 1,973,346

  役員退職慰労引当金 169,747 125,921

  退職給付に係る負債 1,803,235 1,866,261

  その他 78,111 85,936

  固定負債合計 4,055,448 4,313,965

 負債合計 7,717,332 8,034,130
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 438,750 438,750

  資本剰余金 903,593 903,593

  利益剰余金 1,277,506 1,337,442

  自己株式 △19,402 △317,401

  株主資本合計 2,600,447 2,362,384

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 34,874 53,428

  為替換算調整勘定 1,253 1,543

  退職給付に係る調整累計額 △121,838 △30,459

  その他の包括利益累計額合計 △85,709 24,512

 純資産合計 2,514,738 2,386,897

負債純資産合計 10,232,070 10,421,028
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

売上高 9,798,864 11,124,069

売上原価 8,370,731 9,609,394

売上総利益 1,428,133 1,514,674

販売費及び一般管理費 1,278,674 1,314,851

営業利益 149,458 199,822

営業外収益   

 受取利息 98 54

 受取配当金 4,603 3,835

 受取保険金及び配当金 3,079 4,995

 その他 25,431 12,302

 営業外収益合計 33,213 21,187

営業外費用   

 支払利息 11,680 13,034

 自己株式取得費用 ― 17,267

 その他 3,882 2,869

 営業外費用合計 15,563 33,172

経常利益 167,109 187,838

特別損失   

 固定資産除却損 19,459 ―

 関係会社清算損 ― 1,816

 事務所移転費用 21,206 ―

 その他 2,615 ―

 特別損失合計 43,282 1,816

税金等調整前四半期純利益 123,827 186,021

法人税等 38,767 42,770

四半期純利益 85,059 143,250

親会社株主に帰属する四半期純利益 85,059 143,250
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

四半期純利益 85,059 143,250

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 9,051 18,553

 為替換算調整勘定 △227 289

 退職給付に係る調整額 △34,970 91,379

 その他の包括利益合計 △26,147 110,222

四半期包括利益 58,912 253,473

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 58,912 253,473

 非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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【注記事項】

 

(会計方針の変更等)

 
当第３四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

(会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽

微であります。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

 
当第３四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益又は税引前四半期純損失に当該見積実効税率を乗じて計算

する方法によっております。
 

 

(追加情報)

 

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれん

の償却額は、次のとおりであります。

 
　 前第３四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日
 至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
 至 平成28年12月31日)

減価償却費 159,277千円 159,178円

のれんの償却額 6,225千円 ―千円
 

 

 

EDINET提出書類

日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社(E05120)

四半期報告書

12/17



 

(株主資本等関係)

 

前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

 
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日
定時株主総会

普通株式 43,607 5円00銭 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金

平成27年10月30日
取締役会

普通株式 43,607 5円00銭 平成27年９月30日 平成27年12月２日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

   該当事項はありません。

 
 
当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

 
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月16日
取締役会

普通株式 43,607 5円00銭 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金

平成28年10月28日
取締役会

普通株式 39,707 5円00銭 平成28年９月30日 平成28年12月２日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

   該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

当社は、平成28年７月29日開催の取締役会決議に基づき、自己株式780,000株の取得を行いました。この自己株

式の取得等により、自己株式は、当第３四半期連結累計期間において297,999千円増加し、当第３四半期連結会計

期間末は317,401千円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 

 前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

 
 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

システム
開発事業

サポート＆
サービス事
業

パーキング
システム事
業

計

売上高         

  外部顧客への売上高 3,909,263 2,498,306 3,369,650 9,777,221 21,643 9,798,864 ― 9,798,864

セグメント間の内部売
上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 3,909,263 2,498,306 3,369,650 9,777,221 21,643 9,798,864 ― 9,798,864

セグメント利益又
は損失（△）

253,318 69,713 422,920 745,952 △34,787 711,165 △561,706 149,458
 

(注) １. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

    ２. セグメント利益又は損失（△）の調整額△561,706千円は、各セグメントに配分していない全社費用であ

り、親会社に係る一般管理費であります。

    ３. セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
 
 当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

 
 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

システム
開発事業

サポート＆
サービス事
業

パーキング
システム事
業

計

売上高         

　外部顧客への売上高 4,150,117 3,235,079 3,722,230 11,107,427 16,641 11,124,069 ― 11,124,069

セグメント間の内部売
上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 4,150,117 3,235,079 3,722,230 11,107,427 16,641 11,124,069 ― 11,124,069

セグメント利益又
は損失（△）

260,323 95,945 502,533 858,801 △10,122 848,679 △648,856 199,822
 

(注) １. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

    ２. セグメント利益又は損失（△）の調整額△648,856千円は、各セグメントに配分していない全社費用であ

り、親会社に係る一般管理費であります。

    ３. セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 9円75銭 16円98銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 85,059 143,250

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額（千円）

85,059 143,250

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,721 8,432
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

 

２ 【その他】

 

第52期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）中間配当については、平成28年10月28日開催の取締役会に

おいて、平成28年９月30日の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議し、

配当を行っております。

 ① 配当金の総額                              　 39,707千円

 ② １株当たりの金額                              　 5円00銭

 ③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日     平成28年12月２日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年２月10日

日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社

取 締 役 会  御 中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   横　　内　　龍　　也　 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   小　野　原　　徳　郎   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本コンピュー

タ・ダイナミクス株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成28年10月１日から平成28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及

び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社及び連結子会社の平成

28年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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